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はじめに
我が国の国民生活基礎調査によると， 腰部痛の

有訴率は男性では最も多く， 女性では肩こりに次

いで 2 番目に多い 1）． 加えて慢性疼痛を訴える部

位として腰部が第 1 位で 2）， 外来受療人数は 400

万人と報告されている 3）． また， 2013 年の Itoh ら

の報告では職業性腰痛に関する年間総医療費は

821.4 億円で， これは年々増加傾向にある 4）． こ

のうち外来診療では 556.6 億円を要し， 疾患別で

は脊椎疾患 364.3 億円， 椎間板障害 359.1 億円，

腰部痛および坐骨神経痛 98 億円となっている 4）．

腰部痛は前述した医療費の高騰化を招くのみなら

ず， 患者の社会参加を妨げることによる経済損失

も莫大であり社会問題となっている．

理学療法分野では患者の主訴を的確に捉えるた

めに患者立脚型評価が注目され， 腰部痛の評価に

おいては自己記入式の日本整形外科学会腰痛評価

質問票 （以下， JOABPEQ） を使用した報告が増

えてきている． この質問票は腰部痛の要因となる

機能障害， 能力低下， 社会的ハンディキャップお
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【要　旨】

【目的】 各腰部疾患の腰部痛の程度と症状の要因との関係性を調査し検討することを目的とした． 【方法】

理学療法が適応となった腰部疾患を有する 2441 例 （男性 1203 例， 女性 1238 例， 平均年齢 56.7 ± 19.0 歳）

を対象とした． 評価項目は， 日本整形外科学会腰痛評価質問票と腰部痛の程度を visual analog scale （以下，

VAS） を用いて評価した． 対象者を変形性腰椎症， 腰椎椎間板ヘルニア， 腰椎椎間板症， 腰椎すべり症， 腰

椎分離症， 腰部脊柱管狭窄症の 6 群に分け， VAS と症状の要因との関係性に対して重回帰分析を用いて調

査した． 【結果】 対象者 2441 例 （女性 1238 例， 平均年齢 56.7 ± 19.0 歳） のうち， 各疾患の内訳は以下の

通りであった ： 変形性腰椎症 （男性 497 例， 女性 469 例， 平均年齢 67.6 ± 12.1 歳）， 腰椎椎間板ヘルニア

（男性 142 例， 女性 126 例， 平均年齢 43.9 ± 16.3 歳）， 腰椎椎間板症 （男性 268 例， 女性 340 例， 平均年

齢 38.1 ± 13.9 歳）， 腰椎すべり症 （男性 69 例， 女性 154 例， 平均年齢 65.0 ± 11.1 歳）， 腰椎分離症 （男

性 51 例， 女性 26 例， 平均年齢 39.7 ± 21.3 歳）， 腰部脊柱管狭窄症 （男性 176 例， 女性 124 例， 平均年齢 

70.7 ± 10.8 歳）． 変形性腰椎症， 腰椎椎間板ヘルニア， 腰椎椎間板症は疼痛関連障害， 腰椎機能障害， 社

会生活障害と関連がみられた． 腰椎すべり症， 腰椎分離症は腰椎機能障害と関連がみられた． 腰部脊柱管

狭窄症は疼痛関連障害， 腰椎機能障害， 心理的障害と関連がみられた． 【結論】 疾患の違いによって， VAS

と症状の要因の関連性が異なっていた． 腰部脊柱管狭窄症だけが他の腰部疾患と異なる傾向を示し， 心理

的障害が関係することが明らかとなった．
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よび心理的問題などの多面的評価が可能 5） で，

慢性腰痛症患者への理学療法介入効果 6） や腰部

脊柱管狭窄症患者の術後経過の報告に使用されて

いる 7）． しかし， 非特異的腰痛の研究では， 腰部

痛の遷延， 慢性化に心理社会的問題の関与が理学

療法介入期間を長期化させる一つの要因であると

の指摘がある 8） にもかかわらず， 外来腰痛患者を

対象にして腰部痛の程度と症状の要因の関連性を

JOABPEQ を使用して検討した報告はない．

そこで今回我々は， 外来腰痛患者の腰部痛の程

度と日常生活で生じる症状の要因との関係を明ら

かにすることを目的として JOABPEQ を用いた調

査を行った． 理学療法介入期間が延長される因子

を明確にすることで， 介入開始時に適切な理学療

法プログラムを立案でき， 介入期間を短縮するこ

とで慢性化を防ぐための一助になるのではないか

と考えた．

対象および方法
1．対象
対象は平成 27 年 4 月 1 日から平成 31 年 1 月 9

日までの期間に当院の外来を受診し， 理学療法が

開始となった腰部疾患患者から， 脳血管障害及び

交通事故， 腰部疾患の重複患者を除外した 2441

例 （男性 1203 例， 女性 1238 例， 平均年齢 56.7 ± 

19.0 歳） とした． 対象者は事前に研究の目的， 内

容などについて書面にて説明を受け， 同意の上で

研究に参加した．

2．測定項目
JOABPEQ は 25 問の質問で構成され， 腰部痛の

症状に関連する疼痛関連障害， 腰椎機能障害， 社

会生活障害， 歩行機能障害， 心理的障害の 5 因子

と Visual Analog Scale （以下， VAS） は， 腰部痛，

殿部下肢痛， 殿部下肢の痺れを評価することがで

きる． 5 因子の点数は 0 ～ 100 点で算出され， 点

数が低いほど因子の関連性が強い 5）． また， VAS

は 0 ～ 100， 数値が高いほど症状が強い． 対象者

の理学療法開始時に， マニュアルに沿って， タブ

レット型端末によるアプリまたは紙面を用いて

JOABPEQ を実施した． 質問に対する回答につい

ては 「最近 1 週間でもっとも悪かったときのもの

を想定してお答えください」 とし， 評価時点から

最も近い状況を把握できるようにした．

3．統計解析
対象者を疾患別に変形性腰椎症， 腰椎すべり

症， 腰椎椎間板ヘルニア， 腰部脊柱管狭窄症， 腰

椎分離症， 腰椎椎間板症の 6 群に分類し， 各群に

おける JOABPEQ の 5 因子と腰部痛の程度を VAS

を用いて関係性を比較検討した． 説明変数に関

する多重共線性を考慮するため， 分散拡大係数

（Variance inflation fact ： VIF） を算出し， 問題ない

ことを確認した．

統計学的解析には Kyplot5.0 （カイエンス社） を

使用し， 腰部痛を従属変数， JOAPPEQ の 5 因子

である疼痛関連障害， 腰椎機能障害， 歩行機能障

害， 社会生活障害， 心理的障害の計 5 要因を独立

変数とし重回帰分析を行った． なお， 統計学的有

意水準は 5% に設定した． 本研究の一連の手順は，

星城大学研究倫理専門員会の承認を得て行った

（承認番号 ： 2016A0016）．

結果
各群の腰部痛の程度に有意に関連する JOABPEQ

の 5 因子について， 変形性腰椎症 （男性 497 例，

女性 469 例， 平均年齢 67.6 ± 12.1 歳）， 腰椎椎間

板ヘルニア （男性 142 例， 女性 126 例， 平均年齢 

43.9 ± 16.3 歳）， 腰椎椎間板症 （男性 268 例， 女

性 340 例， 平均年齢 38.1 ± 13.9 歳） の 3 疾患は

疼痛関連障害 ・ 腰椎機能障害 ・ 社会生活障害が，

腰椎すべり症 （男性 69 例， 女性 154 例， 平均年

齢 65.0 ± 11.1 歳）， 腰椎分離症 （男性 51 例， 女

性 26 例， 平均年齢 39.7 ± 21.3 歳） の 2 疾患は腰

椎機能障害が， 腰部脊柱管狭窄症 （男性 176 例，

女性 124 例， 平均年齢 70.7 ± 10.8 歳） は疼痛関

連障害 ・ 腰椎機能障害 ・ 心理的障害が抽出された

（表 1） （表 2）．

考察
本研究は， 外来にリハビリテーションを目的に

通院している腰部疾患患者に対し， 腰部痛の強さ

を示す VAS の値と JOABPEQ によって評価される

症状の要因との関係性を明らかにすることを目的

に取り組んだ研究である． その結果， 各腰部疾患

で腰部痛の程度と JOABPEQ の複数の因子との間

で関係性が認められ， 同じ傾向を有する疾患が存

在することも明らかになった． また， 腰部脊柱管

狭窄症は他の腰部疾患とは異なった傾向を示し，

腰部痛の程度と心理的障害が関係することが示唆

された． 非特異的腰痛の研究では， 腰部痛の遷

延， 慢性化に関わる要因として心理社会的問題の

関与が取り沙汰されており 8）， これに関する要因

の一部を明らかにすることができた．

各腰部疾患の腰部痛の程度と JOABPEQ の項目

の関係性について， 変形性腰椎症， 腰椎椎間板ヘ
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表 1. 対象者の特性

全体
（n = 2441）

変形性腰椎症
（n = 966）

腰椎椎間板
ヘルニア
（n = 268）

腰椎椎間板症
（n = 607）

腰椎すべり症
（n = 223）

腰椎分離症
（n = 77）

腰部脊柱管
狭窄症

（n = 300）

平均（標準偏差） 平均（標準偏差） 平均（標準偏差） 平均（標準偏差） 平均（標準偏差） 平均（標準偏差） 平均（標準偏差）

年齢（歳） 56.7（19.0） 67.6（12.1） 43.9（16.3） 38.1（13.9） 65.0（11.1） 39.7（21.3） 70.7（10.8）

身長（cm） 160.4（11.4） 158.9（11.3） 163.8（13.4） 163.3（10.0） 156.5（11.0） 162.4（10.1） 158.7（10.1）

体重（kg） 61.3（16.4） 60.3（14.2） 67.4（14.7） 61.2（13.2） 57.9（13.0） 60.8（13.4） 61.4（14.7）

性別（男性／女性） 1203/1238 497/469 142/126 268/340 69/154 51/26 176/124

性別， 女性（％）
（JOABPEQ）

50 48 47 56 69 33 41

BMI（kg/m2） 23.9 26.8 26.3 23.9 25.7 23.7 27.2

疼痛関連障害 53（32.0） 55（31.8） 46（30.6） 49（31.0） 61（30.7） 56（31.5） 56（34.0）

腰痛機能障害 64（27.4） 62（27.5） 57（26.7） 63（26.9） 68（25.6） 67（27.0） 64（28.7）

歩行機能障害 70（28.3） 65（28.9） 70（26.9） 79（23.6） 69（26.6） 75（27.0） 59（29.6）

社会生活障害 60（22.2） 60（22.3） 56（21.8） 62（21.5） 66（21.5） 61（21.6） 58（22.9）

心理的障害 46（16.7） 54（16.9） 53（15.6） 57（16.1） 55（16.0） 60（17.9） 51（16.2）

VAS 50（27.2） 49（27.1） 51（30.1） 58（24.0） 45（27.0） 53（25.3） 44（28.9）

JOABPEQ ： 日本整形外科学会腰痛評価質問票
VAS ： visual analog scale

表2. 帰係数と（上）分散（下）の推定値

推定値 標準誤差 t値 p値

変形性腰椎症

疼痛関連障害 -0.24 0.03 -8.75 < 0.001

腰椎機能障害 -0.19 0.04 -5.27 < 0.001

歩行機能障害 0.00 0.04 0.04 0.964

社会生活障害 -0.15 0.05 -2.90 0.003

心理的障害　 0.01 0.06 0.15 0.882

腰椎椎間板ヘルニア

疼痛関連障害 -0.29 0.06 -5.05 < 0.001

腰椎機能障害 -0.28 0.07 -3.99 < 0.001

歩行機能障害 0.12 0.08 1.42 0.156

社会生活障害 -0.25 0.10 -2.38 0.018

心理的障害　 -0.09 0.11 -0.84 0.407

腰椎椎間板症

疼痛関連障害 -0.19 0.03 -6.03 < 0.001

腰椎機能障害 -0.19 0.04 -4.63 < 0.001

歩行機能障害 0.02 0.05 0.34 0.733

社会生活障害 -0.15 0.06 -2.64 0.009

心理的障害　 -0.04 0.06 -0.62 0.539

腰椎すべり症

疼痛関連障害 -0.11 0.06 -1.81 0.072

腰椎機能障害 -0.34 0.07 -4.61 < 0.001

歩行機能障害 0.08 0.08 0.98 0.330

社会生活障害 -0.11 0.11 -0.95 0.341

心理的障害　 -0.19 0.13 -1.48 0.139

腰椎分離症

疼痛関連障害 -0.11 0.10 -1.16 0.251

腰椎機能障害 -0.36 0.11 -3.20 0.002

歩行機能障害 0.03 0.12 0.25 0.801

社会生活障害 -0.10 0.14 -0.77 0.445

心理的障害　 -0.15 0.16 -0.97 0.334

腰部脊柱管狭窄症

疼痛関連障害 -0.31 0.05 -6.68 < 0.001

腰椎機能障害 -0.15 0.06 -2.40 0.017

歩行機能障害 -0.05 0.07 -0.72 0.470

社会生活障害 -0.03 0.09 -0.30 0.764

心理的障害　 -0.26 0.10 -2.55 0.011
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ルニア， 腰椎椎間板症を有する対象者の年齢構成

は 30 ～ 60 歳代が主であり， 高橋ら 9） は腰部痛

の罹患率は年齢別で 30 ～ 40 歳代に多いと報告し

ており本研究結果と類似している． これは， この

年代が仕事の上で休息や休暇を得にくいことが反

映されていると考えられた． また職業と関連した

腰部痛のリスクについて， 男性では重量物の保持

や運搬を含んだ重労働や坐位姿勢を長時間維持す

る自動車の運転業務従事者で腰部痛に罹患するリ

スクが高く， 女性では仕事量等との関連が高いと

報告されている 10）． よって， この 3 疾患は日常

生活の腰部にかかる負担量や職業形態が関係して

いるため， 腰部痛の程度との関係性で疼痛関連障

害 ・ 腰椎機能障害 ・ 社会生活障害が抽出されたの

ではないかと考えられた． また， 腰椎すべり症は

患者の 7 割から 8 割を女性が占め， 閉経後に発症

すると報告されている 11）． 本研究においても本疾

患群に分類された対象者の 7 割を女性が占め同様

の結果となった． 腰椎すべり症の発生原因に関し

ては， 村田ら 12） によると閉経期以降の女性でな

んらかの全身因子が働いて， 全身性の関節弛緩や

体幹筋力の低下などによる脊椎支持性の低下が原

因であると報告されている． 腰椎分離症は， 思春

期から成人期に腰部痛をきたす代表的な疾患であ

り， 本研究においても同様の年代がこの群に分類

された． 腰椎分離症の発生原因に関して西良は 13）

スポーツの疲労の原因となる腰椎運動が問題であ

り， 運動中の伸展 ・ 回旋運動の繰り返し応力が椎

間関節に集中して疲労骨折が生じると報告し， 太

田ら 14） は股関節の柔軟性の低下が椎間関節にかか

るストレスを増加させていると報告している． こ

れらのことより， 腰椎すべり症と腰椎分離症を既

往に持つ患者の腰部痛の程度が腰椎機能障害と有

意な関係性を示したと考えられた．

一方， 他の疾患とは異なり腰部脊柱管狭窄症を

既往に持った患者の腰部痛の程度は， 疼痛機能障

害 ・ 腰痛機能障害 ・ 心理的障害と関係性を認め

た． この要因として， 腰部脊柱管狭窄症の患者の

平均年齢は 70 歳代と高齢であることが挙げられ

る． 高齢者は身体面の機能低下のみならず精神面

でも抑うつや意欲低下を伴いやすく， 身体症状と

精神状態の相互関係が密接となると報告されてい

る 15）． 腰部脊柱管狭窄症の患者は高齢により活動

量の減少と身体機能の低下が生じ， そこに腰部痛

が生じるためさらに活動制限を起こしてしまう負

のサイクルが起きてしまうのではないかと考えら

れ， 疼痛機能障害 ・ 腰痛機能障害に加え心理的障

害が生じ， 理学療法の延長および慢性腰痛に移行

しやすいことが示唆された．

本研究結果から同じ腰部痛でも疾患により日常

生活で生じる症状の要因に違いがあることが明ら

かとなった． これは理学療法検査や治療プログラ

ム， 患者指導において重要な視点であり， 慢性腰

痛に移行しないためにも， 患者の社会的背景や環

境因子など多くの視点を考慮した上で， これまで

の治療方法を再考する必要があると考えられる．

また， 心理的障害との関係性が明らかとなった腰

部脊柱管狭窄症の患者においては， 早期の理学療

法介入や薬物療法を活用し， 疼痛の緩和， 運動療

法や患者教育で活動量を向上させ， 達成感や自己

効力感を獲得することで心理的障害を軽減させる

可能性があるのではないかと考えられた．  

本研究の限界として， 今回の解析結果から疾患

群間の年齢差が示唆されたが， 検討するまでには

至っていない． そのため , さらに例数を増やし ,

年齢との関連性も検討していく必要があると考え

られる． また， 本研究は， 当院のみの結果であ

り， 施設の違いによって傾向が異なる可能性が考

えられる． 今後は複数の施設で評価を行うことが

本研究の本質に迫り， 各腰部疾患と日常生活で生

じる症状の要因の関係性を明らかにする糸口にな

ると思われる．

結論
本研究は， 各腰部疾患の腰部痛の程度と日常生

活で生じる症状の要因の関係性を明らかにした．

各腰部疾患の腰部痛の程度と日常生活で生じる

症状の要因の関係性を考慮した理学療法検査を行

ない， 治療プログラムを立案することで， 疼痛の

慢性化を防止し， 早期からの活動性を確保でき，

理学療法を長期化させないことにつながると考え

られる．
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